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１． 復帰後２０年の沖縄

　第３次沖縄開発計画（案）が１９９２年８月に沖縄県から提出された。沖縄は

１９７２年の本土復帰以来これまで２次にわた って「本土との経済格差是正を目

的」にした振興開発計画を提起してきた。今次の計画は本土復帰２０年を経ての

計画であり ，さらに日本経済の本格的な不況下という背景のもとでの計画であ

る。

　１９７２年本土に復帰する以前の沖縄経済は，アメリカの占領政策によっ て経済

構造そのものの変質が進んでいた。その変質はたとえば農業における主食農産

物生産のさとうきび，パイナ ップルなどへの作物転換が典型であろう 。

１９５９－６０年のキ
ューバ革命を契機としてアメリカはキ ューバ砂糖の輸入を禁止

した。アメリカはさとうきび生産に特化していたキ ューバ経済の根幹を断ち切

ることによっ てキ ューバの経済をマヒさせることにねらいがあ った。そこでア

メリカはキ ューバ砂糖輸入の変わりに沖縄に対してさとうきび生産の増大をは

かることにしたのである。その沖縄の砂糖は当然本土への「輸出」をもおこな
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うものである。またパイナ ップル生産はアメリカ駐留軍に対する果実の提供を

はかるための生産増大であ った。こうしてさとうきび，パイナ ップル生産に代

表されるような農業作物転換は，やがて沖縄の主食農産物生産を低下させ本土

に依存しなけれなならない状況をつくっ ていっ たのであり ，本土の補完的農業

として位置づけられてきたのであ った。こうした沖縄農業は，今日高齢化 ・後

継者不足，農産物価格の低迷，農民の農業からの恒常的離脱，中規模農家と零

細規模農家との生産規模格差の増大なとといっ た現象が生じているのである 。

本土農業が抱える今日の問題を沖縄農業は先取りしたような状況が進行してい

るということになる。また本土復帰以前の沖縄は，アメリカの一元支配を貫く

ために本土資本の大量進出を認めない政策がとられた。こうしたアメリカの占

領政策は沖縄経済の構造を変えあるいは生産力発展の停滞を招く状況をつくっ

てきたのでもあ った。沖縄の財政状況に関しても ，復帰以前はアメリカの軍事

基地維持に依存し，復帰後は本土政府の交付金と開発資金によっ て維持される

というきわめて自立性に欠ける状況が続いている。沖縄において自主財源が乏

しいということは，沖縄の経済構造 ・生産力と密接な関連があることはいうま

でもない 。

　沖縄は本土復帰後「沖縄振興開発特別措置法」などによっ て， 産業振興の青

写真が描かれた。沖縄の産業振興はいうまでもなく製造業を中心とした生産力

発展をはかることである。もちろん製造業は本土資本を導入しての発展を期待

するものであ った。本土資本の進出によっ て沖縄経済は再び産業の再編成がは

かられ「本土並み」の経済発展が期待された。本土資本にとっ ても沖縄は，本

土以下の賃金を利用できるとともに，「過剰資本」の処理地としても適当であ

った。しかし沖縄は工業の発展のみならず金融，商業，農業，交通 ・通信など

のいわゆる産業基盤の形成とそれに伴う発展が遅れた地域であ った。そこで本

土資本を受け入れるための産業基盤形成が必要になっ てくる。その産業基盤形

成の必要性こそ「沖縄振興開発計画」の基本的な視点といえるものであ ったの

である。沖縄復帰は本土の資本による新たな生産力発展を可能にする機会を与

えたのであ った 。
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　本土復帰は，アメリカからの返還を要求する運動などの高揚が大きな影響を

及ぼしたことは疑いのない事実であるが，同時にアメリカの世界市場における

相対的地位の低下が及ぼした影響も大きい。すなわちアメリカの相対的地位の

低下は，日本や西ヨーロッパ諸国の生産力水準の増大であり ，商品輸出や資本

輸出拡大がはかられていくことである。沖縄の復帰は，こうした世界経済の構

造転化のなかで生じたものであり ，日本資本のさらなる生産力発展を可能にす

るものとして位置づけられたのであ った 。

　しかし沖縄の日本資本による位置づけは ，１９７４－５年世界恐慌を契機として大

きく転換する。素材型産業に代表される本土企業は，国内での生産力拡大が不

可能になっ たことである。素材型産業例えば鉄鋼は，第２次世界大戦後日本の

リーディングインダストリーとしてまた主要輸出産業として位置してきた。鉄

鋼生産は国内の設備投資拡大，欧米への輸出などによっ て生産量を拡大してき

た。 鉄鋼生産は国内需要にしても輸出にしても活発な設備投資があ ってはじめ

て生産拡大可能であ ったのである 。ところが１９７４－５年恐慌は，素材型産業を直

撃することになる。国内，国外での鉄鋼需要の減少ばかりか，アメリカでのト

リガー価格制度の実施などによっ て鉄鋼生産は停滞もしくは減少を余儀なくさ

れたのである。さらに鉄鋼企業は海外生産の拡大を企図していた。海外での生

産拡大は当然のことながら鉄鋼輸出を相対的に小さくすることになる。鉄鋼企

業は海外生産だけでなく韓国などに過剰設備 ・人員を送り込んでいっ た。 やが

て韓国，台湾などでの鉄鋼生産は拡大し，鉄鋼の一部分では競合関係が生まれ

ることになっ た。 それはアメリカ，ヨーロッパ市場での競合関係のみならず日

本市場にも入り込むようになっ てきている。今日では鉄鋼の輸出量と輸入量は

ほぼ一致する段階にまできている 。１９７４－５年恐慌は，アルミニューウム，銅 ，

石油化学などの素材型産業においても鉄鋼と同様な現象を生んだ。日本企業は

この恐慌を乗り切るために技術革新 ・合理化を推進することになる。日本の産

業構造は鉄鋼なとの素材型産業に代わ って自動車，家庭電機，電子産業なとの

いわゆる高度技術集約型 ・高付加価値産業に比重が移 ってきた。産業構造の転

換は国内での生産配置にまで大きな影響を及ぼすことになっ た。 日本の国内各

　　　　　　　　　　　　　　　　（２７３）



　４　　　し　　　　　　　　立命館経済学（第４１巻 ・第３号）

地で展開された産業誘致 ・工業化促進，「全国総合開発計画」なとに凝縮され

た政策は，転換することになっ たのである。従来は素材型産業であれ公害型産

業であれ企業誘致ができれは地域の経済的発展に寄与するものと考えられてき

た。 しかし恐慌はどの産業でも生産拡大を可能にするということではなく ，ま

た企業の方でも新たな工場建設 ・新規投資，設備投資などを抑制するというこ

とになっ てきたのである。そして企業は海外進出の拡大を模索していくことに

なる。こうした状況のなかで沖縄が本土に復帰することになっ たのである。沖

縄は「高度成長期」の日本企業にあ っては，豊富で安価な労働力を利用できる

新たな生産立地として，国内での生産拡大の契機として位置づけられたのであ

った。しかし１９７４－５年恐慌の勃発はこうした沖縄の経済的位置づけそのものを

変えることになっ たのである。沖縄への製造業 ・生産配置は，この期を境にし

て転換した。沖縄の振興開発の基本であ った製造業の生産配置が行われないと

いうことである。したがって沖縄の振興開発は，製造業ではない別の産業とい

うことになり ，観光業を主体とした経済構造を構築することになっ た。 今日沖

縄の産業構造は本土とは異なっ て第２次産業の比重が小さく ，第３次産業の比

率が大きいという特徴をもっ ている。それは復帰後の沖縄の製造業の発展が抑

えられてきた状況を示すものである。さらに沖縄では，本土に先駆けて大規模

リゾート開発が行われることになっ た。 リゾート開発は本土の航空資本，ホテ

ル資本，建設資本などが主体となっ ておこなわれた。沖縄の本土以下の労賃水

準は観光業にとっては大きな収益を確保することにつながっている。いわば沖

縄は，本土復帰における意義が恐慌を通じて転換され，さらには本土の経済構

造， 産業構造の状況によっ て転換させられるということになっ たのである 。

　復帰直後の沖縄は，日本企業の生産拡大のための新たな領域として位置づけ

られたのが，恐慌を契機として産業構造の転換それも第３次産業を中心とした

構造への転換を余儀なくされることである。いわば本土政府および資本は，沖

縄の「自立的」発展への方向を抑制し，本土の資本あるいは需要に依存しなけ

れはならない構造を形成していっ たことになる。またアメリカの軍事基地を温

存したままの振興開発そのものは，沖縄の「自立的」発展を妨げる要因でもあ
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った。すなわち恐慌を契機として沖縄は，アメリカ軍事基地の存続と ，第３次

産業を基軸とした産業構造への転換という位置づけになっ たということである 。

したがって２次にわたるｒ沖縄振興開発計画」は，本土とのいわゆる経済的格

差の是正が行われていないという問題を残しているのである。こうした背景の

なかで「第３次沖縄振興開発計画」が策定されたことになる 。

　そこで本稿では今日の沖縄経済の特徴はどのようになっ ているのか，「第３

次沖縄振興開発計画」との関連はどのようになっ ているのかを中心に考察する 。

　　１）復帰後の沖縄経済の概況に関しては，次を参照されたい 。

　　　　杉野匿１明 ・岩田勝雄編『現代沖縄経済論』法律文化社，１９９０年 。

　　２）現代世界経済の構造の変化に関しては，次を参照されたい 。

　　　　岩田勝雄『増補国際経済の基礎理論』法律文化社，１９９１年，とくに第１１章 ，

　　　「現代世界経済分析の視点」

２． 沖縄経済の現況

　１９９０年の沖縄経済は，総生産額は２兆９ ，６１１億円，対前年度比５ ．５％の増であ

り実質経済成長率は３ ．４％あ った。最近８年問の平均成長率は，名目６ ．３％，実

質４ ．２％となっ ている 。１９８２年から９１年までで名目成長率がもっとも高かった

年は１９８４年，８９年の７１％，最低は１９８８年の４７％となっ ている。ちなみに全国

の平均名目成長率は６０％であり沖縄は全国平均よりも０３％上回 っていること

になる。しかし実質経済成長率では，全国平均の４．５％にくらべ沖縄は４ ．２％と

名目に比べ逆にＯ ．３％下回 っている。沖縄の経済成長を支えている要因は，一

つには民問消費の増大，二つにはリゾート開発などを中心とした民問設備投資

にある。１９８５年までは公的投資が経済成長を支えてきた要因であ ったが，最近

の５年問ではその要因が変化したことになる。さらに民間消費の内容をみると ，

観光収入の増大が主要因になっ ている。こうしたことから沖縄経済の経済成長

は， 製造業を中心とした構造ではなく ，政府支出あるいはリゾート関連 ・観光
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第１表　県内総生産の推移（名目） （単位 ：１００万円）

第１次産業 第２次産業 第３次
産　業

帰属利子 合　計
農林業 水産業 鉱　業 製造業 建設業

１９８１ ７５ ，３００ ６２ ，１５１ １３ ，１４９ ３１０ ，６７４ ４， ５６３ １０７ ，８３２ １９８ ，２７９ １， ０１１ ，８８４ ４７ ，４１２ １， ３５０ ，４４６

８５ ７９ ，２９３ ６７ ，６６２ １１ ，６３０ ４４６ ，０１７ ６， ６７２ １３１ ，０８７ ３０８ ，２５８ １， ３０３ ，９１６ ６６ ，５０２ １， ７６２ ，７２４

８７ ７６ ，８９６ ６４ ，８９９ １１ ，９９７ ４５８ ，４６０ ６， ９９７ １１８ ，９９２ ３３２ ，４７１ １， ４８９ ，０３５ ７７ ，５３８ １， ９４６ ，８５３

８８ ７０ ，３９５ ５７ ，９４３ １２ ，４５２ ４８５ ，６０８ ７， ３２８ １２８ ，５４２ ３４９ ，７３８ １， ５６７ ，０６２ ８２ ，７６６ ２， ０４０ ，２９９

８９ ８１ ，５８５ ６８ ，３５９ １３ ，２２６ ５１０ ，４０２ ７， ３２６ １３３ ，９６５ ３６９ ，１１１ １， ６７２ ，３１４ ８６ ，５３５ ２， １７７ ，７６６

９０ ７８ ，１１５ ６３ ，４１１ １４ ，７０４ ５２６ ，９６１ ７， ０９０ １４８ ，５５３ ３７１ ，３１８ １， ７６６ ，１６５ ８６ ，９７４ ２， ２９４ ，２６７

（出所）『沖縄県経済の概況』沖縄県企画開発部，１９９０年度版より作成 。

収入といっ た内容によっ て支えられているという特徴をもっ ていることになる 。

いわば沖縄の経済は，政府支出，観光収入といっ たいわば可変的な性格をもっ

た需要によっ て維持されているという脆弱性をもっ た構造であるといえよう 。

　沖縄の総生産の内容は，第１表に示したように第３次産業の比重が大きい 。

例えば１９９０年の県内総生産は，２兆２ ，９４３億円であるが，そのうち第１次産業は

農林業６３４億円，水産業１４７億円の合計９０８億円比率にして３２％にすきない。第

２次産業は，鉱業７１億円，製造業１ ，４８６億円，建設業３ ，７１３億円の合計５ ，２７０億

円， 比率にして２１ ．８％である。第３次産業は全体の７７．７％を占めている。ちな

みに全国平均は第１次産業２５％，第２次産業３９０％，第３次産業６４０％であ

る。 とくに沖縄で特徴的なことは，製造業の比率が６６％にすきず，全国平均

の２８．９％に比べると大きく低下している。また第２次産業のなかで建設業の占

める比率は全国平均の９８％を超えて１５％前後を占めている。こうした産業別

総生産の構造は，経済成長率の内容と密接に関連していることを示すものであ

る。 すなわち第２次産業のなかで製造業の比率が小さいことは，沖縄にいかに

本土の製造業資本の移転が少なかったかを示すことであり ，また建設業の比重

が高いことはいかに公的資金に依存しているかを示すものである。第３次産業

は総生産の７７．７％を占めているがそのうち電気 ・ガス ・水道業は３ ．１％，卸小

売業１４ ．３％，金融保険業３ ．６％，不動産業１０ ．４％，運輸通信業８ ．６％，サービス

業２１６％の割合になっ ている。沖縄は全国平均に比して第３次産業の比率が

１３．５％も高くなっ ており ，サービス業はとくに高くなっ ている。また政府サ ー
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　　　第２表　産業別総生産の構成比

７

（単位 ：％）

年次 第１次産業 第２次産業 （製造業） （建設業） 第３次産業 輸入税 県内総生産

１９８２ ５． Ｏ ２２ ．Ｏ ７． ３ １４ ．４ ７５ ．２ ２． ２ １００

８５ ４． ４ ２３ ．１ ６． ８ １５ ．９ ７４ ．８ ２． ２ １００

８７ ３． ８ ２２ ．１ ６． ４ １５ ．３ ７６ ．６ ２． ４ １００

８８ ３． ３ ２１ ．９ ６． １ １５ ．４ ７７ ．２ ２． ５ １００

８９ ３． ６ ２２ ．０ ６． １ １５ ．５ ７７ ．２ ２． ８ １００

９０ ３． ２ ２１ ．８ ６． ６ １４ ．９ ７７ ．７ ２． ７ １００

全国８２ ３． ４ ３８ ．６ ２９ ．Ｏ ９． ２ ６１ ．８ ３． ８ １００

８９ ２． ６ ３８ ．８ ２８ ．９ ９． ６ ６４ ．１ ５． ５ １ＯＯ

９０ ２． ５ ３９ ．Ｏ ２８ ．９ ９． ８ ６４ ．Ｏ ５． ５ １００

　（出所）『沖縄経済の概況』１９９０年度版より作成
。

ビスすなわち公務，学校，病院，公的企業の比率は ，１６ ．２％となっ ており ，全

国平均の７．７％の２倍以上ともなっ ている。とくに政府サービス関係では，公

務， 学校などの比率が高くそれだけ沖縄は本土政府による補助金またはそれに

関連する需要に依存しているかの状況を示している。したがって沖縄は，依然

として政府の補助金に依存しながらそれに関連する需要と ，観光サーヒスを中

心とする産業構造 ・雇用構造に特徴をもっ ているということになる 。

　沖縄の県民所得は，１９９０年２兆４ ，４３３億円で一人あたりは１９９万９千円となっ

ている。最近８年問の県民所得の伸ひは平均４９％であり ，全国平均の５３％を

Ｏ．４％下回 っている。沖縄は製造業を中心とした産業が発展していないこと ，

人口増加率が高いことなどから県民所得の伸び率は低くなっ ているのである 。

さらに沖縄の一人あたり所得は，全国平均の７１４％にすきないからこの県民所

得の上昇率からすれば沖縄は本土との所得格差がむしろ拡大していることにな

る。

　沖縄の農業 ・水産業，製造業などの生産動向は，この数年大きな変化はない 。

沖縄の農業における主たる生産物は，さとうきび，花き類，飼料作物，野菜 ，

豚などの畜産物である。一時期生産が増大したパインア ップルは需要の減少 ，

外国産との競合によりその比重は低下傾向にある。さとうきびは沖縄の農業生

産のなかで最大の作物であるが，需要の停滞，生産価格の低迷，鹿児島県など

との競合などの状況が続いている。沖縄内部においても農家の生産規模が小さ

　　　　　　　　　　　　　　　　（２７７）
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いこと ，高年齢化，後継者の不足などの事態が進行している。砂糖生産を取り

巻く状況は，発展途上国を中心としたさとうきひ生産の増大，ヨーロソパ諸国

でのてんさい糖生産の増大，さらにはウルグァイラウンドの農産物輸入自由化

の推進なとであり ，沖縄のさとうきぴ生産そのもの危機が増大するという恐れ

もある。沖縄の農業は近年ウリミバエの害虫駆除が成功し，本土への出荷が可

能になっ た。 また花き類，さやいんげんなど本土向け作物の生産が増大傾向に

あるが，かぼちゃおよび主食農産物の生産は低下を続けている。沖縄の農業は ，

さとうきび生産にみられたように高齢化，後継者不足，零細規模という状況で

あり ，ある意味では本土農業を先取りした形態をもっ ている。こうした状況が

ある一方で，豚，牛なとの畜産部門ででは，農家の集約化，規模の拡大なとの

事態も進行している 。

　沖縄の工業生産額は，１９８９年４ ，９８０億円，９０年５ ，４９８億円となっ ており ，前年

比７．５％の伸びとなっ ている。出荷額で最も大きい産業部門は食料品製造で

１９９０年は生産額２ ，３３５億円で工業全体の４２．５％を占めている。食料品に次いで

は石油 ・石炭製造の８８５億円，窯業 ・土石製造の７００億円，金属製造４５６億円 ，

出版 ・印刷の４２４億円などとなっ ている。食料品，石油，窯業などの上位５部

門で出荷額は全体の８０％を占めており ，本土の産業構造と著しい相違がある 。

本土の産業は鉄鋼などの素材型産業，自動車，家電などの耐久消費財産業，半

導体などの先端 ・高度技術集約型産業などの生産額が大きい。沖縄の素材型産

業は石油，セメントなどであり ，本土ではいずれも生産が停滞している部門で

ある。また先端 ・高度技術集約型産業といわれるような産業は沖縄では発展し

ておらず，したがって出荷額もきわめて小さい。石油製造は，かつて台湾，韓

国などへの輸出目的に生産が増大した部門であ った。しかし石油製造は石油製

品全体の需要の停滞，石油産出国での石油精製および輸出先において石油精製

の発展があり ，沖縄石油精製の生産の増大を妨げる要因が重なっ てきているの

である 。

　沖縄では総生産に占める工業生産額の比率は他府県に比して小さいのである

が， 第３次産業の占める比率は大きい。とりわけ観光収入は１９９０年には ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（２７８）
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３， ２７５億円と沖縄の総生産の１１ ．６％を占めている 。１９９０年の観光客数は２９６万人

で， １９９１年には３００万人を超えている。沖縄の観光客数は復帰前の１９７１年は２０

万人台であ ったのが，７２年には４０万人，７５年には１５０万人と急速に増大してい

る。 この間にリゾートの整備，新規ホテルの開業など観光客増大の政策が行わ

れてきたことによっ ている。こうした観光客の増大政策は沖縄をしてより「サ

ービス産業」依存型を形成していくことになる 。

　　１）統計数字は『沖縄県統計年鑑』１９９１年版，沖縄県企画開発部『沖縄経済の概

　　　況』１９９１年版，琉球銀行調査部『沖縄経済概観』などによる 。

　　２）沖縄農業の概況に関しては，杉野 ・岩田編『現代沖縄経済論』第８章「沖縄農

　　　業の展開と問題」を参照されたい 。

３． 「第３次沖縄振興開発計画」の概要

　沖縄経済は本土の都道府県とは異なっ た構造を形成してきたのであるが，こ

うした現在の状況をふまえて「第３次沖縄振興開発計画（案）」が提起されて

きた。この「第３次沖縄振興開発計画」は沖縄の今後１０年問の政策を決定する

ものであり ，沖縄経済にとっ てはもっとも重要な施策のものである。それでは

「第３次沖縄振興開発計画」はどのような内容になっ ているのであろうか 。

　１９７２年の本土復帰後の沖縄県は「本土との格差の是正と自立的発展の基礎条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１〕
件の整備を図ることを基本目標に諸施策が総合的に講じられ」てきたが，「復

帰後の内外経済情勢の変化もあ って，格差が是正されていない分野がなお存在

し， 自立的発展の基礎条件の整備は十分ではなく ，沖縄の経済社会は，依然と

　　　　　　　　　２、
して厳しい状況にある」という認識のもとで作成されている。そこで本土との

格差是正，自立的発展を目指すためには「沖縄の地域特性を生かし，特色ある

産業の振興を図るとともに，我が国の南の交流 ・協力や国際的な観光 ・リゾー

ト地として整備することは，沖縄の経済社会の発展に資するばかりでなく ，国

際社会への積極的な貢献，多極分散型の国土形成の促進，豊かでゆとりのある

　　　　　　　　　　　　　　　　（２７９）
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多様な国民生活の実現に資するものであり ，我が国の経済杜会の発展にも有益
　　３）
である」としている。そしてこの計画の期間は１９９２年から２００１年までの１０年間

であり ，計画の目標は「沖縄の特性を積極的に生かしつつ，引き続き各面にわ

たる本土との格差を是正し，自立的発展の基礎条件を整備するとともに，広く

我が国の経済社会及び文化の発展に寄与する特色ある地域として整備を図り ，

世界に開かれた個性豊かで文化の薫り高い地域社会の形成を目指して，平和で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
活力に満ち潤いのある沖縄県の実現すること」であるとしている。すなわち復

帰２０年を経過して後も沖縄は本土との経済的格差の是正および自立的発展の基

礎条件が充たされておらず，したがって「第３次沖縄振興開発計画」において

も引き続いて基礎的条件の整備が必要であるという認識にた って計画されてい

ることになる。基礎的条件が整備されていない要因は，内外の経済情勢の変化

にあるとしている。この内外の経済情勢の変化はどのようなものなのかの記述

はないが，先に記したように１９７４－５年恐慌の勃発と世界経済構造の変動，その

後の産業構造の再編，日本企業の海外進出の増大なとによっ て沖縄の位置づけ

が変わったということであろう 。

　そこで「第３次沖縄振興開発計画」において具体的な施策はどのように提起

されているのであろうか。沖縄の今日抱えている基本的課題は，次の通りであ

るとしている 。

　「第１に，沖縄の産業は，産業基盤の整備を始め民間企業設備等の資本蓄積

が後れ，企業の経営力，組織力もぜい弱であり ，技術革新，国際化等の進展へ

の対応も十分ではない。また地域産業の雇用吸収力も弱いため，若年労働者を

中心に雇用情勢は依然として厳しい現状にあり ，今後労働力人口が増加する中

で雇用機会の確保が緊要な課題となっ ている。さらに，沖縄の地域特性を生か

した産業の振興についても ．全体としては緒についたばかりであり ，その可能

性は十分に発揮されていない 。

　第２に，２１世紀に向けて本格的な高鈴化や国際化の時代を迎えている中で ，

沖縄の本土からの遠隔一性や島しょ 性等の不利性を克服し，豊かさを実感できる

質の高い県民生活と産業経済の発展を実現して活力ある地域社会の形成を図 っ

　　　　　　　　　　　　　　　　（２８０）
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ていくためには，交通通信体系，水資源，生活環境，国土保全施設等の社会資

本の整備が不可欠な基本的条件であるが，その整備はいまだ十分でない 。

　また，沖縄の地理的　自然的特性や異文化との交流経験等の歴史的蓄積を生

かして，沖縄を我が国の南における国際交流 ・協力や観光 ・リゾートの拠点と

していくための諸条件の整備も十分でない 。

　第３に，経済杜会が振興発展していくためには，産業経済，福祉，医療，学

術文化等の各面を支える人材の育成と確保が不可欠である 。

　しかしながら，沖縄においては，人材育成の根幹をなす学校教育において ，

知・ 徳・ 体の各面における全人的な発達を期す中で，基礎学力の向上が課題と

なっ ている。また，産業経済分野における経営力，技術力の蓄積不足等のほか ，

福祉 ・医療分野におけるマンパワーの量的不足も見られる等，活力ある地域杜

会を形成していくための各面の人材の育成と確保は十分ではない 。

　また，独特の歴史風土にはぐくまれた伝統文化の保護 ・継承や新たな県民文

化の創造及び地域特性を生かした学術振興を図るための基盤施設や推進体制の

整備も十分ではない 。

　第４に，多数の島しょから成る沖縄は，亜熱帯特有の動植物を始め多彩なサ

ンゴ礁等の海中景観など，豊かな自然環境に恵まれており ，これらの貴重な自

然環境を国民的資産として保全 ・継承していくことが求められている 。

　第５に，日本一の長寿県である沖縄は，高齢者層に占める後期高齢者層の比

率が高く ，特に，離島 ・過疎地域においては高齢化の進展が著しい。このよう

な実状に即して地域住民が安心して暮らせるような福祉　医療基般の整備とサ

ービスの充実が求められている 。

　第６に，都市地域においては，都市基盤整備の立ち後れから生ずる交通，住

環境等の諸問題への対処に加え，新たな時代潮流の中で地域全体の活性化を促

す都市活力の充実が新たな課題となっ ている。一方，農山漁村，離島 ・過疎地

域においては，過疎化，高齢化等による地域活力の低下への対応が大きな課題

となっ ている。さらに，都市と農山漁村の多面的な役割分担の中で，農山漁村

には地域独自の資源を生かしつつ，都市との交流を促進する等の新たな活性化

　　　　　　　　　　　　　　　　（２８１）
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策が求められている 。

　また，都市地域への産業や人口の集中，リゾート開発等の進行に伴う地価の

上昇や各種開発等に伴う赤土流失による海洋汚染の問題等が生じており ，これ

らへの対応が課題となっ ている 。

　第７に，広大な米軍施設 ・区域の存在が計画的な土地利用を阻害し，地域の
　　　　　　　　　　　　　　　　５）
振興開発上大きな制約となっ ている」。

　沖縄振興開発の基本的な課題として「第３次沖縄振興開発計画」では７点が

掲けられている。その７点は産業基盤整備の後れ，社会資本整備の後れ，教育

を始めとした人材確保施策の後れ，高齢化の進展，都市と農山漁村との格差増

大・ 過疎化の進展そして米軍基地の存在である。この振興開発にあた っての課

題のうち沖縄固有の課題となっ ているのは，島しょであること ，高齢化の進展

が著しいこと ，労働力の過剰が予想されること ，そして米軍基地の存在等であ

ろう 。産業基盤や社会資本整備の後れに関しては，多くの道府県が抱える課題

であり沖縄特有の問題ではないが，但し沖縄は他の道府県に比するとその格差

が大きいという状況がある。したがって沖縄は産業基盤整備の後れ，杜会資本

整備の後れなどから過剰労働力の問題も生じるし，都市と農山漁村との格差増

大も生じているという認識にた っているのである。こうした基盤整備の後れの

要因は前述のように内外の経済情勢の変化がもたらしたものという分析である 。

　基盤整備の後れの中で沖縄は，どのような開発をしていくのかということで

６点にわた って具体的な施策を提起している。第１は沖縄の地理的 ・自然的特

性を生かした農林水産業，製造業，観光 ・リゾート産業の振興である。製造業

においては，企業の組織化，近代化 ・高度化を促進し，経営基盤の強化を図る

こと ，工業用地の整備，新規企業の立地の促進を掲げている。自立的経済を形

成するためには経済のソフト化 ・国際化に対応した観光 ・リゾート産業，情報

産業，バイオ関連産業を戦略的産業として育成振興する。第２に地域特性を生

かした南の交流拠点の形成を掲げている。交流拠点は国内および近隣アジアと

を結ぶ交通輸送条件の整備などとともに学術，文化，技術協力等の国際交流を

推進することでもある。第３に，経済社会の進展に対応した社会資本の整備で

　　　　　　　　　　　　　　　　（２８２）
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ある。具体的には交通体系，水資源，エネルギーなどの整備を推進すること 。

第４に，人材の育成，学術 ・文化の振興である。第５に，環境の確保と福祉 ・

医療の充実である。第６に，都市地域の整備と農山漁村，離島 ・過疎地域の活

性化である。振興開発の基本的方向は今日の沖縄の抱えている課題 ・問題点に

対しての施策であり全体を貫いているのは基盤整備の後れの克服である。沖縄

が本土に比して後れているのはなによりも基盤整備の後れであるから，基盤整

備　杜会資本の整備さえおこなわれれは本土並の経済 ・杜会を建設していくこ

とが可能であるとの基本的立場が貫かれているといえよう 。

　沖縄振興の基本方向の三つ目として県土の利用が記されている。沖縄は
２，２６４平方キロメートルの面積のうち農用地２２ ．７％，宅地５ ．５％，森林４６ ．７％

，

原野２５．１％の比率になっ ているのであるが，そのうち米軍施設 ・区域は１１ ．Ｏ％

を占めている。沖縄開発において米軍基地 ・施設は，計画的な土地利用を阻害

し開発そのものを制約している。したがって基本方向では米軍基地　施設の全

面返還を希求している県民の意向にそいながら早期に米軍基地 ・施設の整理縮

小を図り ，平和な生活と生産の場への転用を促進するとしている。その他県土

の利用に関しては，地理的，自然的，社会的条件を配慮しながら均衡ある発展

と有効利用を図るものとしている 。

　沖縄振興の基本方向には人口計画も提起されている。現在の沖縄県の人口は

約１２３万人であるが，２００１年には１３０万人を計画している 。２００１年の人口構成は
，

１５歳未満の年少者の割合が低下し，６５歳以上の人口の占める割合が一層増加す

る。 さらに就業者人口は１９９０年の５４万人から２００１年には６３万人と増加し，就業

者構造は第１次産業は８％，第２次産業は２０％，第３次産業は７２％となっ てい

る。 また一人あたり県民所得は１９９０年の約２００万円から２００１年には３１０万円を超

え， 本土との格差は縮小していくことが期待されている 。

　「第３次沖縄振興開発計画」における基本目標 ・方向は以上の通りであるが ，

さらに部門毎に具体的な施策が提起されている。ここでは産業政策を中心に検

討する。産業の振興開発として農業，林業，製造業など１２項目を掲げている 。

産業の振興にあた っては「今年のグローバリゼーシ ョンの進展や近隣アジア諸

　　　　　　　　　　　　　　　　（２８３）
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国の経済活動等も視野に入れて，沖縄の地理的有利性が発揮できるよう ，引き

続き用地，用水，エネルギー等に各種産業基盤を整備し，農林水産業の振興 ，

工業用地の一層の促進を図るとともに，既存企業の組織化，近代化，高度化を

促進し，生産規模の拡大，技術の蓄積に努める。あわせて，企業の体質改善と

商品の質的向上等に資する総合的商品管理（ＴＱＣ）活動を促進するとともに ，

地域資源の局度利用を基軸とした新しい製晶開発や企業化の促進なと各産業の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
有機的な連携による産業基盤の発展を図る」こととしている。こうした産業全

般にわたる振興の基本的方向が定められながら各産業毎の振興計画が提起され

ている 。

　農業においては，「優良農用地の保全 ・確保に努め，農業生産基盤の整備を

推進するとともに，経営規模の拡大，農業生産の担い手の育成確保及ぴ組織化

の推進等農業構造を改善し，生産性の向上を図る。また，消費者二一スに対応

した高収益性作物の産地形成，新技術の開発 ・普及，流通体制の整備等生産か

ら販売に至る施策を総合的に推進し，経営体質の強化を図ることにより国際化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
時代に対応した生産性の高い特色ある亜熱帯農業の確立に努める」としている 。

具体的な施策としては，熱帯果樹の拡大，さとうきびにおける生産性増大と低

コスト化，生産規模の拡大，新技術の開発であり ，こうした施策を保障するも

のとしての基盤整備の必要性が述べられている。林業，水産業に関しては，沖

縄の地理的 ・自然的特性を生かしながら，経営基盤の強化，技術開発等の必要

性を掲げている 。

　製造業に関しては，「既存企業の組織化，近代化，局度化を促進し，生産力 ，

経営力及ぴ技術力の向上を図るとともに内外企業との資本 ・技術提携を促進し ，

市場競争力の強化と市場の拡大を図る」こと ，「工業団地や工業用水道等の産

業基盤の整備を図る等，企業立地条件の整備改善に努め，新規企業の立地を促
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
進するとともに，既存企業との連関の強化を図る」こと ，さらに「トロピカル

テクノパーク等の整備を推進し，情報サービス業を始めとする産業活動を支援

するサービス業の立地集積を図り ，製造業との有機的な連携による工業技術の

高度化を促進する」としている。工業団地に関しては中城港湾新港地区の整備

　　　　　　　　　　　　　　　　（２８４）
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をおこない，既存の工業団地に関しては基盤整備をおこなう 。また企業誘致に

関しては，「既存企業との連関の強化や産業の高度化に寄与する加工組立型産

業及び地場資源を有効に活用したバイオテクノロジー等の先端技術関連産業等
　　　　　　　　　　　　　　　　　９）を重点に積極的な誘致活動を推進する」ものとしている

。

　伝統工云産業は生産の拡大，産業としての自立化をめさすものとする。鉱業

は沖縄に多量に存在する石灰石の長期的　安定的供給の確保を図ること 。天献

ガス，海底鉱物資源および石油資源に関しては調査開発を促進する。建設業に

ついては県経済のなかで占める位置は大きいにもかかわらず，中小零細規模の

事業者が多い。そこで経営指導の強化などによっ て企業体質の改善をおこなう

ことと ，近代化，事業の大型化，高度化，多様化に対処するために組織化 ・共

同化を推進する 。

　商業については，近代化，合理化の推進，卸売り団地，倉庫団地等の建設と

これらが一体となっ た総合的な流通センターの形成を図る。貿易に関しては自

由貿易地域の活用などが提起されている。その他運輸交通業，情報サービス業 ，

臨空港産業，中小企業にたいする振興施策が提示されている 。

　振興開発計画は産業振興を計画の中心においているのであるが，その他沖縄

の振興にあた って全般的な提言がなされている。交通通信体系の整備において

は， 空港整備，海上交通，陸上交通の整備が計画されている。とくに航空 ・空

港整備では島しょ地域としての沖縄の特殊性を考慮してのものである。たとえ

ば新石垣島空港の建設あるいは航空運賃の引き下げなどが提起されている 。情

報通信の整備では基盤整備の必要性が提起されている
。

　水資源の開発およびエネルギーの確保では，海水淡水化施設の建設，具志川

石炭火力発電所の建設などが計画されている 。

　観光 ・リゾート地の形成およびレクリエーシ ョンの振興においては，多様な

観光 ・リゾート施設の整備，長期滞在型，通年型の観光 ・リゾート地の形成を

はかること ，観光 ・リゾート産業の振興を図ることが計画されている 。

　南の国際交流拠点の形成においては国際化基盤整備および近隣アジア諸国と

の経済交流の拡大を進めることが提起されている 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（２８５）
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　都市 ・農産漁村の総合的整備と生活環境施設等の整備では，県民生活の安全

と平穏を確保すること，消費生活の安定確保を基軸としている。生活環境施設

の整備の中では，住宅，水道，下水道，廃棄物処理施設，公園緑地，市街地整

備， 流通施設などの整備をかかげている 。

　自然環境と国土の保全およぴ公害の防止では，亜熱帯の原生林や野生動植物

の生息地，珊瑚礁海域の保全 ・回復と台風などの自然災害に対する防止体制の

強化が提起されている 。

　教育および学術 ・文化の交流においては，「活力ある地域社会と豊かな県民

生活の創造を図るため，生涯学習社会の形成を基軸に教育及び学術 ・文化の振

興を総合的に推進し，時代の進展に適切に対応し得る教育水準の向上に努める

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
とともに，個性あふれ国際性豊かな人材の育成」に努めるとしている ・

　社会福祉の充実においては，地域福祉の基盤整備，老人保健福祉の充実，心

身障害児 ・者福祉の充実，児童 ・母子福祉の充実，生活福祉の充実が提起され

ている 。

　保健医療の確保においては，医療基盤の整備，医療従事者の養成確保，保健

衛生の推進が計画されている 。

　職業の安定と労働者福祉の向上においては，若年労働者の高失業率，駐留軍

関係離職者の再就職など沖縄特有の課題に対しての政策である。とくに若年労

働者の失業に関しては，地域の産業振興，職業能力の開発向上などの施策を提

起している 。

　離島の振興に関しては，産業の振興，交通通信施設の整備，社会生活環境施

設の整備およぴ自然環境 ・国土の保全がかかけられている 。

　以上１２項目にわたる分野での振興計画が提起されているが，「第３次沖縄振

興開発計画」ではさらに沖縄を四つの地域に区分してそれぞれの振興計画も提

起されている。四つの地域は中南部圏，北部圏，宮古圏，八重山圏であり ，と

くに中南部圏においては高次都市機能を有する圏域として位置づけ国際都市と

しても機能させていくという方向を定めている。その他の圏域では過疎が進行

しないような施策を講じる必要性が提起されている 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２８６）
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１）『第３次沖縄振興開発計画の案』沖縄県，１９９２年８月 ，１ぺ一ジ 。

２）同上書，１ぺ一ジ 。

３）同上書，２ぺ一ジ 。

４）同上書，３ぺ一ジ 。

５）同上書，５－ ７ぺ一ジ 。

６）同上書，１７ぺ一ジ 。

７）同上書，１８ぺ一ジ 。

８）同上書，２５ぺ一ジ 。

９）同上書，２６ぺ一ジ 。

１０）同上書，５４ぺ一ジ 。

１７

４． 開発計画の課題

　「第３次沖縄振興開発計画（案）」の概要をみてきたが，それでは今次の計画

の特徴および問題点はどこにあるのであろうか。開発計画の基軸になっ ている

のは復帰２０年後の現在も本土との格差が解消していないばかりか，最近では実

質経済成長率の鈍化，若年失業率の増大などむしろ指数的には悪化している状

況もあり ，したがってなによりも格差の解消をめざすこととしている。本土と

の格差を解消することによっ て沖縄の自立的発展を可能にするのであり ，その

ためには産業基盤整備をはじめとした種々な基盤整備が必要なのである，とし

ている。開発計画の基本は各種の基盤整備におかれており ，そのための具体的

な施策が提起されているのである。沖縄は各種の指標とくに経済的指標を本土

と比較すれば劣っているものも少なくない。物価上昇率，失業率などは本土よ

りも高く ，実質経済成長率は低くなっ ている。さらに経済成長の基本となる製

造業の発展は明らかに遅れている。そこで沖縄経済を維持するために観光 ・リ

ゾートなどを中心とした第３次産業の肥大化が生じたのであ った。しかし第３

次産業の比率が高いということは，沖縄経済の安定化をもたらすことにはつな

がらないという認識があり ，何よりも製造業の導入それも先端産業 ・高度技術

集約型産業の導入が必要であることを強調しているのである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（２８７）



　１８　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４１巻 ・第３号）

　開発計画はこうした視点に立っての施策であるかぎりにおいて経済主導 ・製

造業誘致計画であるといえるであろう 。全体を貫く基盤整備の必要性は，産業

とりわけ製造業誘致をめさしたものといえる。本土に比較すれは製造業の発展

が遅れている沖縄の本土復帰は，日本企業の生産地の拡大であり ，市場の拡大

をもたらすものであ った。それが１９７４－５年世界恐慌とその後の世界経済構造の

変化，巨大企業の多国籍企業的展開によっ て沖縄の位置づけが変わ った。すな

わち第３次産業を中心とした構造への一層の傾斜となっ たのである。沖縄は ，

本土との経済的格差の是正を「権利」として主張しているのである。このかぎ

りにおいては沖縄の特殊な状況からすれば当然のことであろう 。しかし前述し

たように世界経済の構造は大きく変化してきているし，日本の経済構造も転換

を遂げようとしている。さらには国内での生産力拡大さえも困難な状況を迎え

ている。１９９１年の後半から顕著になっ た景気の後退：不況の進行は，なにより

も既存の製造業の生産拡大を困難にしているし，国内の生産体制の一層の再編

をもたらすことにもなる。そうなると製造業の導入，生産拡大というシナリオ

をいつまでも描いていて良いのかという問題が生じてくるであろう 。また発展

途上国　旧ソ連 ・東欧諸国での経済的状況は，先進資本主義諸国のみが経済的

な発展を言厘歌する時代は終わ ったことを教えている。「共生」という言葉が流

行しているが，先進資本主義諸国も発展途上国も旧ソ連 ・東欧諸国もいずれも

経済発展の権利を有しており ，一国あるいは先進国のみが発展する段階は終わ

り， すべての国 ・地域がお互いの主権を尊重しながら平和で安全な社会を建設

していく段階に入ってきていることを示しているのである。こうした「共生」

という観点を導入すれば，一地域の発展は経済的な発展のみをめざさなくても

よいことになる。むしろ「第３次沖縄振興開発計画」においても強調されてい

るように「県民一人一人が安らぎと潤いのあるある環境の中で豊かな生活を享
　１）

受」することを目標にした施策が必要になろう 。この施策は一地域のみが享受

するものではなく全世界の人々の共通の施策であるという認識も重要である 。

いわば一地域のみ一国のみの経済発展あるいはいわゆる「一人勝ち」の段階は

世界的に通用しなくなっ てきているということである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（２８８）
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　こうした状況をふまえるとｒ第３次沖縄振興開発計画」は，経済主導 ・製造

業誘致という基本方向から，ｒ安らきと潤い」という生活王体への発想の転換

も重要になろう 。もちろん「安らぎと潤い」の前提になるのは経済的発展であ

ることはいうまでもない。沖縄は本土に比すれば製造業の発展は遅れているが
，

しかしその他の経済指標，生活指標を比すれば決して遅れているとはいい難い
。

むしろ課題は本土に比して優れている状況を伸ばすことが沖縄の存在意義を強

調することにつながることもあろう 。沖縄は１０年毎の開発計画を作成すること

によっ て「本土並み」の経済社会に達しているかとうかの点検をおこない，遅

れている部分の改善を図ろうとしている。その基本的な資金は，本土政府によ

る財政支出によっ てまかなわれる。したがって本土政府の財政支出を増やすた

めには，政府への批判的な側面あるいは沖縄独自の側面を全面に出すというこ

とを控える傾向が見られる。ただし政府 ・自治省などが提起している地域の

「自立化」は，地域 ・地方公共団体が独自の財源をつくり出すことを要求する

もので，地域 ・地方公共団体への交付金 ・補助金の削減をはかることを意図し

ている。いわば本土政府による財政依存という「足かせ」は沖縄独自の課題の

追求よりも他府県並みの経済社会の建設といっ た方針の方が政府に受け入れら

れるという側面があるからである。別の言い方をすれば沖縄は，政府補助金を

多く引き出すために沖縄の独自性を強調しないということが計画のなかに現れ

ているように思われる。それは沖縄が，自治権をもちえていないということを

示していることでもある。このような状況は多かれ少なかれ日本の各自治体で

現れており ，沖縄だけの問題ではないが，しかし沖縄の独自の状況を考慮すれ

ば， 本土政府の財政：補助金支出は沖縄の権利であり ，政府の基本的な義務で

あるという主張をすることは重要であろう 。

　沖縄は自治権の拡大を十分に意識して政策を提起していることは「第３次沖

縄振興開発計画」のなかにも現れている。しかし自治権の拡大の基礎は経済的

な基盤にあるという方向を貫くことが必要であるかどうかが問題なのである
。

前述のように「共生」の概念は一人勝ちを許さない平等 ・互恵の精神である 。

沖縄は経済的な発展：製造業の導入をはからなくても自治権の拡大を要求し確

　　　　　　　　　　　　　　　　（２８９）



　２０　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４１巻 ・第３号）

立していく方向を提起する必要があろう 。政府による財政支出＝補助金は，沖

縄の権利として要求していくことであり ，本土政府は計画に対して抑制するよ

うな施策を講じてはならないのである 。

　「第３次沖縄振興開発計画」においては米軍基地の存在をあげ，それが発展

を制約する重要な要因であり ，県民は全面返還を希求していることを強調して

いる。しかし米軍基地の具体的な返還と方向に関しては，提起されていない 。

現代世界経済は，１９７０年代後半から構造が転換しつつあるように，世界の政治

情勢も１９８０年代後半から転換しつつある。「冷戦体制」という言葉に代表され

るような状況は，旧ソ連 ・東欧の中央指令的 ・官僚的 ・利権誘導型経済体制の

崩壊によっ て変わりつつある。軍事力優位による世界支配の構造は改めて問い

直されている。アメリカは第２次世界大戦後政治的 ・経済的 ・軍事的優位のも

とで世界市場支配を可能にした。しかし今日のアメリカは，世界最大の対外債

務に代表されるように経済力では世界市場を支配できる段階ではなくなっ てい

る。 そこでアメリカは旧ソ連の混乱を契機として経済力の低下を軍事力優位で

補う体制を国際的に認知させようとしている。その代表的な事例は，１９９１年の

イラクに対する軍事的制圧であ った。ヨーロソパをはじめ発展途上諸国の生産

力発展，政治力の増大は，アメリカのこうした状況を変えていくことにつなが

る。 そうなれはアメリカは力によっ て・ 軍事基地を維持することによっ て世界

支配を続けることは困難であり ，政策の変更を迫られるであろう 。事実一時は

アメリカ大統領選挙に名乗りをあげた侯補者は，アメリカの競争力拡大 ・世界

市場支配の復活のために海外軍事基地の縮小 ・廃止を含めた政策を提起してい

たほどである。沖縄の歴史的状況をふまえるならば，アメリカ軍事基地の廃止

・返還を具体的に展開する方針を，計画のなかに織り込んでいく必要があ った

であろう 。こうした点で「第３次沖縄振興開発計画」は本土政府およびアメリ

カに対して一定の自制を行っているようにみえる。沖縄の特殊な位置からすれ

ば， アメリカ軍事基地の返還要求はもっと大胆に提起する方向が望ましいであ

ろう
。

　以上のことを改めて整理すれは，開発計画にあた って基本的な視点の第１は ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２９０）
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経済主導＝製造業導入は世界経済，日本経済あるいは巨大企業の動向からして

困難であり ，したがって県民の生活主導の内容へ転換する必要があること 。ま

た「第３次沖縄振興開発計画」にも記されているように沖縄の既存の地場産業

・伝統産業なとの発展を基軸においた振興政策を採用する方向をとること ，そ

のさい既存の地場産業 ・伝統産業などの振興は，新規な技術の採用などによっ

て国内での競争力もあり国際的競争力も保持することが望ましい
。

　第２に自治権の拡大をめざすということ 。政府の財政＝補助金支出は沖縄の

受け取るべき権利として要求し，沖縄独自の計画によっ て自立的な状況をめざ

すこと 。ただしここでいう「自立的」状況というのは，自己完結的な経済構造

すなわち生産財から消費財まで均衡のとれた生産構造を意味するのではない
。

「自立的」というのは，政治，経済，社会，教育など自治体独自で決定し運用

していくことができる状況を意味している。それは財政的に独自で調達するこ

とが可能であるということではなく ，国 ・政府は必要に応じた財政支出を行う

ことでもある 。

　第３に「共生」の概念に代表されるように一地域 ・領域だけの発展をめざす

のではなく ，すべての諸国 ・地域と平等 ・互恵の関係をつくる必要があること 。

　第４に沖縄の地域内での種々な格差は，経済的な発展その他の問題から派生

しているのであるが，こうした問題は所得「分配」の公平化によっ て解決可能

なことである。経済主導型でない発展の道は，所得「分配」の公平化を進める

ような施策も必要としているということである
。

　　１）　『第３次沖縄振興開発計画の案』４ －５ぺ一ジ 。

（２９１）




